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財務状況が安定した法人運営を行っていくために、注意す
べき点は何でしょうか
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・決算書を構成する様々な計算書類の役割を理解する。

・決算書の数値は、活動の成果を表している。数値の変
化に着目する。

・決算書の数値は、活動の結果を表すのみ、目標の数値
を得るためには、活動そのものを変化させる必要がある。



社会福祉法人の決算書

（各会計年度に係る計算書類）
一 次に掲げる貸借対照表
イ 法人単位貸借対照表
ロ 貸借対照表内訳表
ハ 事業区分貸借対照表内訳表
ニ 拠点区分貸借対照表
二 次に掲げる収支計算書
イ 次に掲げる資金収支計算書
（１） 法人単位資金収支計算書
（２） 資金収支内訳表
（３） 事業区分資金収支内訳表
（４） 拠点区分資金収支計算書
ロ 次に掲げる事業活動計算書
（１） 法人単位事業活動計算書
（２） 事業活動内訳表
（３） 事業区分事業活動内訳表
（４） 拠点区分事業活動計算書

（附属明細書）
寄附金収益明細書
補助金事業等収益明細書
事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書
事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書
基本金明細書
国庫補助金等特別積立金明細書
基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書
引当金明細書
拠点区分資金収支明細書
拠点区分事業活動明細書
積立金・積立資産明細書
サービス区分間繰入金明細書
サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書
就労支援事業別事業活動明細書
就労支援事業製造原価明細書
就労支援事業販管費明細書
就労支援事業明細書
授産事業費用明細書









決算3表と附属明細書

借入金明細書 基本金明細書
補助金事業等収益

明細書

国庫補助金等特別
積立金明細書

積立金・積立資産
明細書

【主な附属明細書】

資金収支明細書

基本財産及びその
他の固定資産（有
形・無形固定資産）

の明細書

引当金明細書 事業活動明細書 寄付金収益明細書

流動資産

流動負債

固定負債

固定資産
純資産

［次期繰越活動増減差額］

資金収支計算書 貸借対照表 事業活動計算書

（自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日 令和××年3月31日現在 （自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日

2026.06.24

計算書類の役割を理解

財産目録



2026.06.24

決算書のルーツ

【財産目録】

計算書類の役割を理解



【財産目録】

金額

ＸＸＸ
ＸＸＸ
ＸＸＸ

Ⅱ．負債の部
ＸＸＸ
ＸＸＸ
ＸＸＸ

Ⅲ．純資産の部

　　　　資産の部　合計

控除：負債の部　合計

ＸＸＸ

資産の部　合計 ＸＸＸ

負債の部　合計 ＸＸＸ

　　　　□□□
　　　　□□□
　　　　□□□

令和○年○月○日

財産目録

内容

Ⅰ．資産の部
　　　　□□□
　　　　□□□
　　　　□□□

2026.06.24

計算書類の役割を理解



【財産目録】
前年度

純資産の部

当年度

純資産の部

増加純資産

財産目録の作成目的は、純資産の額の算定にある。
財産目録を毎年作成することで、純資産が前年比どの程度増減したか理解するこ
とができる。

2026.06.24

計算書類の役割を理解

純資産

純資産の増加

財産目録

資産 負債



【財産目録】

2026.06.24

計算書類の役割を理解

資産

財産目録 財産目録

負債資産

純資産

純資産の増加

純資産

純資産の増加

負債

純資産

純資産の増加

資産 負債 資産 負債

純資産

純資産の増加



【財産目録】

財産目録では、純資産の額の額を知ることができるが、純資産の増減の原因を知
ることができない。

財産目録 貸借対照表

複式記帳（複式簿記）の記帳技術の採用らより、
帳簿（総勘定元帳）の裏付けのある貸借対照表・事業活
動計算書（損益計算書)が作成される。

事業活動計算書
（損益計算書）

2026.06.24

計算書類の役割を理解



【財産目録】

2026.06.24

計算書類の役割を理解

金額

ＸＸＸ
ＸＸＸ
ＸＸＸ

Ⅱ．負債の部
ＸＸＸ
ＸＸＸ
ＸＸＸ

Ⅲ．純資産の部

　　　　□□□
　　　　□□□

負債の部　合計 ＸＸＸ

ＸＸＸ

　　　　□□□
　　　　□□□

資産の部　合計 ＸＸＸ

　　　　□□□

財産目録

令和○年○月○日

内容

Ⅰ．資産の部
　　　　□□□

基本金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

　施設整備積立金

次期繰越活動増減差額

（うち当期活動増減差額）

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

純資産の部

貸借対照表

平成　　年　　月　　日現在



決算3表と附属明細書

借入金明細書 基本金明細書
補助金事業等収益

明細書

国庫補助金等特別
積立金明細書

積立金・積立資産
明細書

【主な附属明細書】

資金収支明細書

基本財産及びその
他の固定資産（有
形・無形固定資産）

の明細書

引当金明細書 事業活動明細書 寄付金収益明細書

流動資産

流動負債

固定負債

固定資産
純資産

［次期繰越活動増減差額］

資金収支計算書 貸借対照表 事業活動計算書

（自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日 令和××年3月31日現在 （自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日

2026.06.24

計算書類の役割を理解



2026.06.24

決算3表の役割

　理事者の業務執行権限を予算を活用し制限
するために活用される計算書類であり、予算・
決算対比で作成され、予算の範囲内で理事者
が業務執行を行ったか評価される。

事業の経営成績・財政状態を把握するために作成される。　あらかじめ決められたルールに基づき作成
されるため、理事者の恣意性が排除される。
この計算書類は、行っている事業が将来にわたって継続可能か判断するために活用され、経年比較や
他の法人との比較など可能である。
事業活動の変化を知るため前年対比で作成される。

流動資産

流動負債

固定負債

固定資産
純資産

［次期繰越活動増減差額］

資金収支計算書 貸借対照表 事業活動計算書

（自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日 令和××年3月31日現在 （自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日

介護保険事業収益

老人福祉事業収益

児童福祉事業収益

・・・・

サービス活動収益計

人件費

事業費

事務費

・・・・

サービス活動費用計

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動増減差額

勘定科目 前年度 当年度 増減

介護保険事業収入

老人福祉事業収入

児童福祉事業収入

・・・・

事業活動収入計

人件費支出

事業費支出

事務費支出

・・・・

事業活動支出計

勘定科目 予算 決算 差異

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動資金収支差額

計算書類の役割を理解



貸借対照表

勘定科目 当年度末 前年度末 増減 勘定科目 当年度末 前年度末 増減

流動資産 流動負債

　　現金預金 　　事業未払金

　　事業未収金 　　未払費用

　　立替金 　　職員預り金

　　前払金 　　前受金

　　・　・　・ 　　・　・　・

固定資産 固定負債

　基本財産 　　設備資金借入金

　　土地 　　退職給付引当金

　　建物 　　・　・　・

　　・　・　・

　その他の固定資産

　　構築物

　　車両運搬具

　　器具及び備品 負債の部合計

　　退職給付引当資産

　　施設整備積立資産 基本金

　　・　・　・ 国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

　施設整備積立金

次期繰越活動増減差額

（うち当期活動増減差額）

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

資産の部 負債の部

○○拠点区分　貸借対照表

純資産の部

令和　　年　　月　　日現在

2026.06.24

計算書類の役割を理解

数値の変化に着目

貸借対照表は、体形に
より健康体か否かを診
断します。



貸借対照表の診断イメージ

勘定科目 当年度末 前年度末 増減 勘定科目 当年度末 前年度末 増減

流動資産 流動負債

　　現金預金 　　事業未払金

　　事業未収金 　　未払費用

　　立替金 　　職員預り金

　　前払金 　　前受金

　　・　・　・ 　　・　・　・

固定資産 固定負債

　基本財産 　　設備資金借入金

　　土地 　　退職給付引当金

　　建物 　　・　・　・

　　・　・　・

　その他の固定資産

　　構築物

　　車両運搬具

　　器具及び備品 負債の部合計

　　退職給付引当資産

　　施設整備積立資産 基本金

　　・　・　・ 国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

　施設整備積立金

次期繰越活動増減差額

（うち当期活動増減差額）

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

大小比較

大小比較

大

小

比

較

○○拠点区分　貸借対照表

令和　　年　　月　　日現在

資産の部 負債の部

純資産の部

2026.06.24

計算書類の役割を理解

数値の変化に着目



2026.06.24

貸借対照表の診断イメージ
計算書類の役割を理解

数値の変化に着目

資産

負債

純資産

借入金

資産
負債

純資産

借入金

負債

純資産

貸借対照表

現金預金



2026.06.24

貸借対照表の診断イメージ
計算書類の役割を理解

数値の変化に着目

資産

負債

純資産

借入金

資産
負債

純資産

借入金

資産取得

負債

純資産

貸借対照表

資産増加



2026.06.24

貸借対照表の診断イメージ
計算書類の役割を理解

数値の変化に着目

貸借対照表

資産

純資産

負債

借入金返済

返済

負債

純資産

資産

負債

純資産

資産



貸借対照表の診断イメージ

基本金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

　施設整備積立金

次期繰越活動増減差額

（うち当期活動増減差額）

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

固定資産取得に充当された補助金等

事業活動計算書の当期活動増減差額

純資産の部 純資産を増加させる要因

基本財産取得のための寄付金

基本財産取得に要した借入金返済
のための寄付金

2026.06.24

計算書類の役割を理解

数値の変化に着目



貸借対照表の診断イメージ

2026.06.24

計算書類の役割を理解

数値の変化に着目

資産増加 当期活動増減差額

純資産

負債

資産

現預金

負債減少

当期活動増減差額

資産

純資産

負債
現預金



資金収支計算書と事業活動計算書の比較

↓

資金収支計算書 事業活動計算書

収
入
項
目

借入金収入 臨時的・変動的項目が
収入・支出項目となって
いる。

資金収支
事業活動
共通収入

資金収支
事業活動
共通収入 ※　理事会の意思決定に

　　依存する場合が多い

国庫補助金等特
別積立金取崩額

平準化された項目

支
出
項
目

借入金
返済支出

固定資産
取得支出

資金収支
事業活動
共通支出

資金収支
事業活動
共通支出

減価償却費

2026.06.24



資金収支計算書と事業活動計算書の比較

↓

資金収支計算書 事業活動計算書

収
入
項
目

資金収支
事業活動
共通収入

資金収支
事業活動
共通収入 ※　理事会の意思決定に

　　依存する場合が多い

国庫補助金等特
別積立金取崩額

平準化された項目

資金収支差額 ＞ 事業活動差額

支
出
項
目

資金収支
事業活動
共通支出

資金収支
事業活動
共通支出

減価償却費

2026.06.24















年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

運用資金総額　ａ 40,000 38,000 36,000 34,000 32,000 30,000 15,000 

流動負債　　　　b ▲ 10,000 ▲ 12,000 ▲ 13,000 ▲ 18,000 ▲ 16,000 ▲ 17,000 ▲ 20,000 
当座資金倍率 a/b 4.00 3.17 2.77 1.89 2.00 1.76 0.75 

保有資金の安全性レベル

4.00 

3.17 

2.77 

1.89 2.00 
1.76 

0.75 

▲ 3.00 

▲ 2.00 

▲ 1.00 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

▲ 30,000 

▲ 20,000 

▲ 10,000 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

当座資産倍率

運用資金総額 ａ 流動負債 b 当座資金倍率 a/b

安全

警戒

危機

※ 運用資産総額は、現金預金＋特定資産



年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

資金運用差額　

当座資金倍率

経営危機レベル評価

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

▲ 5,000 ▲ 4,000 ▲ 3,000 ▲ 2,000 ▲ 1,000 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

危機レベルマップ

レベル 12

レベル 8

レベル 6

レベル 4

レベル 3

レベル 2

レベル 2レベル 4 レベル 1

良好 注意 危険

安全 1 2 4

警戒 2 4 8
危機 3 6 12

安

全

注意

危

機

危険 良好

警

戒



事業活動計算書

介護保険事業収益

老人福祉事業収益

児童福祉事業収益

・・・・

就労支援事業収益

障害福祉サービス等事業収益

生活保護事業収益

医療事業収益

○○事業収益

○○収益

経常経費寄附金収益

その他の収益

サービス活動収益計

人件費

事業費

事務費

・・・・

授産事業費用

○○費用

利用者負担軽減額

減価償却費

国庫補助金等特別積立金取崩額

徴収不能額

徴収不能引当金繰入

その他の費用

サービス活動費用計

○○拠点区分　事業活動計算書

勘定科目 前年度 当年度 増減

(自）令和　　年　　月　　日　（至）令和　　年　　月　　日

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動増減差額

借入金利息補助金収益

受取利息配当金収益

・・・・

有価証券売却益

投資有価証券評価益

投資有価証券売却益

その他のサービス活動外収益

サービス活動外収益計

支払利息

有価証券評価損

・・・・

投資有価証券評価損

投資有価証券売却損

その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計

施設整備等補助金収益

施設整備等寄附金収益

・・・・

固定資産受贈額

固定資産売却益

その他の特別収益

特別収益計

基本金組入額

資産評価損

・・・・

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）

国庫補助金等特別積立金積立額

災害損失

その他の特別損失

特別費用計

サービス活動外増減差額

サ
ー

ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

費
用

経常増減差額

特別増減差額

当期活動増減差額
繰

越

活

動

増

減

差

額

の

部

前期繰越活動増減差額

当期末繰越活動増減差額

基本金取崩額

その他の積立金取崩額

その他の積立金積立額

次期繰越活動増減差額

特
別
増
減
の
部

収
益

費
用
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計算書類の役割を理解

数値の変化に着目



事業活動明細書
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計算書類の役割を理解

数値の変化に着目
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決算3表の役割

　理事者の業務執行権限を予算を活用し制限
するために活用される計算書類であり、予算・
決算対比で作成され、予算の範囲内で理事者
が業務執行を行ったか評価される。

事業の経営成績・財政状態を把握するために作成される。　あらかじめ決められたルールに基づき作成
されるため、理事者の恣意性が排除される。
この計算書類は、行っている事業が将来にわたって継続可能か判断するために活用され、経年比較や
他の法人との比較など可能である。
事業活動の変化を知るため前年対比で作成される。

流動資産

流動負債

固定負債

固定資産
純資産

［次期繰越活動増減差額］

資金収支計算書 貸借対照表 事業活動計算書

（自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日 令和××年3月31日現在 （自）令和××年4月1日　（至）令和××年3月31日

介護保険事業収益

老人福祉事業収益

児童福祉事業収益

・・・・

サービス活動収益計

人件費

事業費

事務費

・・・・

サービス活動費用計

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動増減差額

勘定科目 前年度 当年度 増減

介護保険事業収入

老人福祉事業収入

児童福祉事業収入

・・・・

事業活動収入計

人件費支出

事業費支出

事務費支出

・・・・

事業活動支出計

勘定科目 予算 決算 差異

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動資金収支差額

計算書類の役割を理解



資金収支計算書

介護保険事業収入

老人福祉事業収入

児童福祉事業収入

・・・・

就労支援事業収入

障害福祉サービス等事業収入

生活保護事業収入

医療事業収入

○○事業収入

○○収益

経常経費寄附金収益

その他の収益

事業活動収入計

人件費支出

事業費支出

事務費支出

・・・・

授産事業費用

○○費用

利用者負担軽減額

減価償却費

国庫補助金等特別積立金取崩額

徴収不能額

徴収不能引当金繰入

その他の費用

事業活動支出計

(自）令和　　年　　月　　日　（至）令和　　年　　月　　日

○○拠点区分　資金収支計算書

勘定科目 予算 決算

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動資金収支差額

差異

施設整備等補助金収入

設備資金借入金収入

・・・・

有価証券売却益

投資有価証券評価益

投資有価証券売却益

その他のサービス活動外収益

施設整備等収入計

設備資金借入金元金償還支出

固定資産取得支出

・・・・

投資有価証券評価損

投資有価証券売却損

その他のサービス活動外費用

施設整備等支出計

長期運営資金借入金収入

長期貸付金回収収入

・・・・

固定資産受贈額

固定資産売却益

その他の特別収益

その他の活動収入計

長期運営資金借入金元金償還支出

長期貸付金支出

・・・・

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）

国庫補助金等特別積立金積立額

災害損失

その他の特別損失

その他の活動支出計

　当期末支払資金残高

　予備費

　当期資金収支差額合計

　前期末支払資金残高

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

その他の活動資金収支差額

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

施設整備等資金収支差額

2026.06.24

計算書類の役割を理解



資金収支計算書
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計算書類の役割を理解

勘定科目 当年度末 前年度末 増減 勘定科目 当年度末 前年度末 増減

流動資産 流動負債

　　現金預金 　　事業未払金

　　事業未収金 　　未払費用

　　立替金 　　職員預り金

　　前払金 　　前受金

　　・　・　・ 　　・　・　・

当期末支払資金残高

貸借対照表

令和　　年　　月　　日現在

資産の部 資産の部

　予備費

　当期資金収支差額合計

　前期末支払資金残高

　当期末支払資金残高

資金収支計算書

勘定科目 予算 決算 差異

　　①　1年基準により、固定資産又は固定負債から振り返られたもの

　　②　棚卸資産（貯蔵品を除く）

　　③　引当金

　※　注意

　　説明を容易にするため資金の範囲を［流動資産－流動負債］としています。
　実際は以下の項目は、除いて計算する必要があります。

固定資産 固定負債

　基本財産 　　設備資金借入金

　　土地 　　退職給付引当金

　　建物 　　・　・　・

　　・　・　・

　その他の固定資産

　　構築物

　　車両運搬具

　　器具及び備品 負債の部合計

　　退職給付引当資産

　　施設整備積立資産 基本金

　　・　・　・ 国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

　施設整備積立金

次期繰越活動増減差額

（うち当期活動増減差額）

純資産の部合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

純資産の部
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資金収支仕訳

支払資金の増加仕訳

支払資金の減少仕訳

借方 貸方

予算科目
（支出）

支払資金

（－流動資産）
（＋流動負債）

借方 貸方

支払資金

（＋流動資産）
（－流動負債）

予算科目
（収入）

（資金収支計算書の資金の範囲）

第十三条　支払資金は、流動資産及
び流動負債（経常的な取引以外の取
引によって生じた債権又は債務のうち
貸借対照表日の翌日から起算して一
年以内に入金又は支払の期限が到来
するものとして固定資産又は固定負
債から振り替えられた流動資産又は
流動負債、引当金及び棚卸資産（貯
蔵品を除く。）を除く。）とし、支払資金
残高は、当該流動資産と流動負債と
の差額とする。

支払資金

支払資金を増減させ
る取引資産

流動資産

負債

流動負債

貸借対照表
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事業未収金が普通預金に入金された

法人役員から資金を借入れた（短期）

法人役員から資金を借入れた（長期）

支払資金

（＋普通預金）

支払資金

（＋役員等短期借入金）

借方 貸方

支払資金

（＋普通預金）

予算科目

（役員等長期借入金収入）

借方 貸方

支払資金

（＋普通預金）

支払資金

（－事業未収金）

借方 貸方
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減価償却の効果
計算書類の役割を理解

数値の変化に着目

当期活動増減差額　「0」

減価償却

純資産
減価償却

貸借対照表 事業活動計算書

負債

当期収入

当期支出

現金預金

固定資産

当期活動増減差額　「0」

負債

当期収入

当期支出
減価償却

純資産
減価償却

貸借対照表 事業活動計算書

現金預金

固定資産



法人の改善方策としてどのようなことが考えられるでしょ
うか

2026.06.24

・決算書の数値の変化を理解し課題を把握する。

・決算書の数値は、活動の結果を表すのみ、課題解決へ
の目標値を達成するためには、活動そのものを変化さ
せる必要がある。

・課題解決のＰＤＣＡサイクルを回していく。
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情
報
提
供

ＰＬＡＮ
計画

ＤＯ
実行

CHECK
評価

ACTION
改善

計算書類（決算書）

課題把握

目標設定

実績値把握

達成度評価

情
報
提
供

ＫＰＩ Key Performance Indicator

（重要業績評価指標）

業績管理評価のための重要な指標。KPIを正しく
設定することは、組織の目標を達成する上で必
要不可欠である。
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安全性・健全性の指標

流動資産
流動負債

固定資産
純資産

活動性・収益性の指標

経常利益
総資本

売上高 経常利益
総資本 売上高

売上高
総資本

経常利益
売上高

人件費
売上高

経費
売上高

人件費率

一般企業で使用される財務分析指標

経費率

流動比率

固定比率

総資本経常利益率

×

総資本回転率

経常利益率
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https://www.wam.go.jp/hp/



【トピック】電信電話債券（加入者債券）の償還について 

 種  類：注意喚起 

 目  的：下記期間で計上された有価証券または権利がある法人に注意喚起を行う 

 説明内容：元利金の支払いは２０２７年７月５日まで、と広報されている。 

      電話加入権と混同されがち（勘定科目「権利」で処理） 

      １９５３年（昭和２８年）から１９８３年（昭和５８年）までに発行。 

本来は有価証券で計上すべきだが、誤って権利で処理している法人があるか

もしれない。 

加入者債券とは

加入者債券は、1953年（昭和28年）～
1983年（昭和58年）までの間に電話等の
架設をお申し込みいただいたお客様に購
入いただいた債券で、券面に「電信電話
債券」または「割引電信電話債券」と印字
されています。



【トピック】社会福祉法人における入札契約等の取扱いに関する通知の改正について 

 種  類：制度改正 

目  的：平成 29年 3月 29日付４課長連名通知｢社会福祉法人における入札契約等の

取扱いについて｣(以下｢現行通知｣と言います。)の改正通知が本年度末に発

出され、令和８年４月１日から施行されます。 

説明内容：社会福祉法人についても昨今の物価高騰等を踏まえ２社以上の見積り合わせ

で足りるとされる金額が令和８年４月１日付で以下のとおり改正されていま

す。 

                   現行   改正後 

      工事又は製造の請負額  250万円  400万円 

      食料品、物品等の買入れ 160万円  300万円 

      上記に掲げるもの以外  100万円  200万円 

 

 経理規程の確認と改正準備 



通勤手当の非課税限度額の改正について

令和７年11月19日に所得税法施行令の一部を改正する
政令が公布され、通勤のため自動車などの交通用具を使
用している給与所得者に支給する通勤手当の非課税限
度額が引き上げられました。

この改正は、令和７年11月20日に施行され、令和７年４
月１日以後に支払われるべき通勤手当（同日前に支払わ
れるべき通勤手当の差額として追加支給するものを除き
ます。）について適用されます。

このため、改正前に、改正前の非課税限度額を超えた
通勤手当を支払っていた場合には、令和７年分の年末調
整で対応が必要となることがあります。



食事の現物支給に係る所得税の非課税限度額の引上げについて

令和８年３月31日に、食事の現物支給に係る所得税の非課税限度額を月額7,500円（改正前：月額3,500円）に
引き上げる法令解釈通達の改正を行いました。

引上げ後の非課税限度額（7,500円）については、令和８年４月１日以後に支給する食事について適用されます。

（注） 使用者が深夜勤務に伴う夜食の現物支給に代えて支給する金銭について所得税を課税しないこととされ
る１回の支給額についても、同様に650円以下（改正前：300円以下）に引き上げる法令解釈通達の改正を行って
います。

【参考】食事の現物支給に係る所得税の非課税限度額（改正後）の概要

役員又は使用人が使用者から食事の現物支給を受ける場合、次の２つの要件を満たすときは、当該役員又は
使用人が食事の支給により受ける経済的利益はないものとされています（所得税基本通達36－38の２）。

① 当該役員又は使用人から実際に徴収している対価の額が、当該食事の価額の50％相当額以上であること。
② 当該食事の価額からその実際に徴収している対価の額を控除した残額が月額7,500円以下であること。
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